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Ⅰ 調査概要 

 

１．調査目的 

少子高齢化の進行に伴い福祉サービスの利用ニーズは増加している状況にある中、福祉の職

場ではサービスを提供する人材の確保が緊急の課題となっています。 

このような状況をふまえ、県内の福祉施設・事業所における人材の確保・育成・定着に関す

る現状を把握し、課題等を明らかにすることで、本会と福祉施設・事業所、並びに関係機関が

共通した認識を持ち、より効果的な対策等を進めることができるよう本調査を実施します。 

 

２．実施主体  

社会福祉法人 福島県社会福祉協議会（福島県委託事業） 

 

３．調査対象施設・事業所 

県内の福祉施設・事業所 （高齢者関係 1,910、障がい者関係 466、児童関係 652） 

    ※入所・通所・訪問による下記の直接サービス提供施設・事業所（措置施設、相談事業所・

居宅介護支援事業所等は除く） 

調査対象：養護老人ホーム、軽費老人ホーム・ケアハウス、特別養護老人ホーム、

介護老人保健施設、訪問介護事業所、老人デイサービスセンター、小規模多機

能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、障害福祉サービス事業所(通所)、

障害者支援施設、障害福祉サービス事業所(グループホーム・ケアホーム)、 

母子生活支援施設、保育所、認定こども園、児童養護施設、障害児入所施設、

障害児通所支援事業所 

 

４．調査期間   

令和３年１１月１０日（水）～令和３年１１月２５日（木） 

 

５．調査票回収期限  

令和３年１１月２５日（木） 

 

６．調査方法   

調査票を郵送し、返信用封筒で返送 

 

７．調査内容  

調査票のとおり（Ｐ.４９～５３） 

 

８．回収率 ５１．４％ （配布数 ３，０２８  回収数 １，５５５） 

※平成２９年度 ５５・４％ 
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令和３年度「福祉人材の確保・育成・定着に関する調査」調査対象数・回収率 

 

番号 施設・事業所種別 配布数 回収数 回収率 

1 養護老人ホーム 14 10 71.4% 

2 軽費老人ホーム・ケアハウス 35 21 60.0% 

3 特別養護老人ホーム 198 122 61.6% 

4 介護老人保健施設 84 28 33.3% 

5 訪問介護事業所（ホームヘルプサービス） 484 222 45.9% 

6 老人デイサービスセンター 726 363 50.0% 

7 小規模多機能型居宅介護 115 62 53.9% 

8 認知症対応型共同生活介護 254 97 38.2% 

  小計（高齢者関係） 1,910 925 48.4% 

9 障害福祉サービス事業所（通所） 277 148 53.4% 

10 障害者支援施設 44 56 127.3% 

11 障害福祉サービス事業所（グループホーム・ケアホーム） 145 87 60.0% 

  小計（障がい者関係） 466 291 62.4% 

12 母子生活支援施設 2 1 50.0% 

13 保育所 291 142 48.8% 

14 認定こども園 117 60 51.3% 

15 児童養護施設 8 7 87.5% 

16 障害児入所施設 10 8 80.0% 

17 障害児通所支援事業所 224 104 46.4% 

  小計（児童関係） 652 322 49.4% 

18 その他  17  

  小計  17  

  合計 3,028 1,555 51.4% 
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Ⅱ 調査結果概要 

１．回答施設・事業所の基本属性 

今回の調査に回答があった施設・事業所の種類は、社会福祉法人が 39.0％と最も割合が高く、

次いで民間企業が 30.1％となった。 

施設・事業所を種別ごとに見ると、高齢者分野が 59.5％、障がい者分野が 18.7％、児童分野

が 20.7％となった。 

 

２．職員の年齢層と雇用形態、勤務年数 

職員の年齢・雇用形態は、全体では、40 代（23.4％）の割合が最も高く、30 代（20.4％）、50

代（20.6％）、60 歳以上（21.6％）がほぼ同じ割合となっている。正規職員では 40 代が 26.7％

と最も割合が高く、非正規職員では 60 歳以上が 42.6％と圧倒的に割合が高い。 

職員の勤務年数は、「３年未満」が 29.1％で最も割合が高く、次に「５年以上１０年未満」（24.6％）

の順となっている。５年未満は合わせて 46.4％、１０年未満は合わせて 71.0％と 7 割を超えて

いる。 

 

３．人材派遣の利用と外国人の雇用 

人材派遣を「利用している」事業所は全体の 7.6％であり、利用している職種別の人数では、

「介護職」の割合が最も高く 4割近くとなっている。 

外国人を「雇用している」事業所は全体の 4.9％であり、雇用の枠組み（種類）では、「日本人

の配偶者」（28.4％）、「技能実習生」（20.8％）の割合が高かった。 

 

４．職員の過不足状態 

職員の過不足状況では、「不足している」が 48.9％、「おおいに不足している」の 6.0％を合わ

せると 5割以上が「不足」と答えている。 

不足している人数は、全体で 1,796 人、そのうち「正規職員」が 55.5％、「非正規職員」が 44.5％

の割合となっている。 

 

５．在籍者数と採用者数 

直接支援業務に関わる職員のうち、在籍者の 6 割強が正規職員、4 割弱が非正規職員となって

いる。 

採用者の正規職員と非正規職員の割合は、ほぼ半々である。 
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６．昨年度（令和２年度）の退職者と定年以外の退職理由 

昨年度の退職者のうち、定年退職者の割合は、正規職員、非正規職員の約 9割が定年以外の退

職者となっている。 

定年以外の退職者の退職理由では「身体的な健康上の理由」（36.8％）が最も割合が高く、次に

「転職先が決まった」（25.6％）、「業務に適合していなかった」（22.7％）の順となった。 

 

７．直接支援業務の機能分化（分割化）状況 

直接支援業務の機能分化（分割化）については、介護助手、ケアアシスタント、保育補助等業

務分割化のために「職員を配置している」が 18.9％、「配置していない」が 79.3％、「今後配置す

る予定」が 1.8％となっている。 

 

８．人材確保の取り組みの現状と今後 

人材確保の取り組みの現状と今後について、『現在実施している』『実施して効果があった』は、

いずれも「ハローワークを通じての募集」、「職員・知人からの紹介」の２つ募集方法の割合が高

かった。『今後取り組みたい』のは、「福祉人材センターを通じての募集」（10.7％）の割合が最も

高かった。 

 

９．人材育成のための方策 

人材育成のための方策としては、「事業所全体の教育・研修計画を立てている」が 70.1％で最

も割合が高く、次に「自治体や業界団体が主催する教育・研修には積極的に参加させるようにし

ている」（56.7％）、「職員に後輩の育成経験を持たせている」（50.7％）の順となった。 

 

10．職場における採用時の研修内容 

職場における採用時の研修内容では、「事業所の理念・方針」が 84.4％で最も割合が高く、次

に「接遇・マナー」（74.5％）、「個人情報取扱」（70.0％）、「利用者理解」（69.1％）、「介護（保育）

等の知識・技術」（68.5％）の順に続いている。 

 

11．研修・自己啓発援助制度 

ＯＪＴ（職務を通じての研修）の内容では、「業務マニュアルを整備し育成している」が 62.6％

で最も割合が高く、次に「新人職員を育成する担当者（プリセプター等）を配置している」（43.0％）、

「意図的・計画的に育成する仕組み（育成面談など）を実施している」（37.8％）の順に続いてい

る。 

ＯＦＦ－ＪＴ（職務を離れての研修）の内容では、「職場外の集団研修に職員を派遣している」

が 64.5％で最も割合が高い。 
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ＳＤＳ（自己啓発援助制度）の内容では、「職員の資格取得に関する費用の一部を事業所が負担

している」が 46.2％で最も割合が高い。 

「特に行っていない」が、ＯＪＴで 13.4％、ＯＦＦ－ＪＴで 14.4％、ＳＤＳで 18.3％であっ

た。 

 

12．人材定着の取り組みと方策 

キャリアパスの仕組みづくりでは、「キャリアパスの仕組みを作成し運用している」が 57.6％

と６割近くが運用している。「キャリアパスの仕組みを作成し運用している」割合は、『高齢者』

では 62.2％、『障がい者』では 54.0％と半数を超えているが、『児童』では 46.7％と半数以下に

留まっている。 

職員定着のための方策で最も割合が高かったのは、「有給休暇の取得を促進する取り組みをし

ている」で、約 8割を占めた。「上司（管理者）と職員間での面談の機会を設けている」、「資格取

得のための支援を行っている」、「残業時間を減らす取り組みをしている」、「産休・育休、介護休

暇の取得を促進する取り組みをしている」、「賃金（本俸・賞与）の水準を向上させている」、「人

材育成のための研修に参加させている」、「正規職員への登用制度を設けている」の方策も 5割を

超えており、さまざまな方策に取り組んでいることが伺える。 

 

13．子育て・家族介護中の職員や高年齢の職員が働きやすい職場づくり 

子育て・家族介護中の職員や高年齢の職員が働きやすい職場づくりでは、「シフト編成時に職

員の事情に配慮」が 82.2％と最も割合が高い。次に「正規職員から非正規職員等への雇用形態の

変更」（41.1％）、「夜勤・宿直の免除」（25.8％）、「夜勤・宿直がない部署への異動」（17.8％）の

順となっている。 
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Ⅲ 調査結果 

１．基本属性 

問１ 法人の種類（○は一つ） 

 

社会福祉法人が約４割、民間企業が約３割 

回答のあった 1,555 施設・事業所が属する法人は、社会福祉法人が 39.0％と最も割合が高く、

次いで民間企業が 30.1％となった。 

 

問１ 法人の種類 【全体】 

 

 

606（39.0%）

93（6.0%）

61（3.9%）

37（2.4%）

148（9.5%）

33（2.1%）

74（4.8%）

468（30.1%）

14（0.9%）

21（1.4%）

0 100 200 300 400 500 600 700

社会福祉法人

医療法人・医療法人社団

公益法人

学校法人

ＮＰＯ法人

協同組合（農協・生協）

地方自治体

民間企業

その他

無回答

全体（n=1,555）

件数（％）



 

7 

 

問２ 施設・事業所の種別（○は一つ） 

 

高齢者分野：約６割、障がい者分野：２割弱、児童分野：約２割 

 

老人デイサービスセンター（23.3％）、訪問介護事業所（14.3％）など、高齢者分野の施設・事

業所の割合が高く、施設・事業所を「高齢者分野」「障がい者分野」「児童分野」の 3つに区分す

ると、「高齢者」が 59.5％、「障がい者」が 18.7％、「児童」が 20.7％となった。 

 

問２ 施設・事業所の種別 【全体】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問２ 施設・事業所分類 【全体】 

 

 

10（0.6%）

21（1.4%）

122（7.8%）

28（1.8%）

222（14.3%）

363（23.3%）

62（4.0%）

97（6.2%）

148（9.5%）

56（3.6%）

87（5.6%）

1（0.1%）

142（9.1%）

60（3.9%）

7（0.5%）

8（0.5%）

104（6.7%）

3（0.2%）

14（0.9%）

0 50 100 150 200 250 300 350 400

養護老人ホーム

軽費老人ホーム・ケアハウス

特別養護老人ホーム

介護老人保健施設

訪問介護事業所（ホームヘルプサービス）

老人デイサービスセンター

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

障害福祉サービス事業所（通所）

障害者支援施設

障害福祉サービス事業所（グループホーム・ケアホーム）

母子生活支援施設

保育所

認定こども園

児童養護施設

障害児入所施設

障害児通所支援事業所

その他

無回答
全体（n=1,555）

件数（％）

高齢者

926

(59.5%)

障がい者

291

(18.7%)

児童

322

(20.7%)

その他・無回答

16

(1.0%)

件数（％）

全体（n=1,555）
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２．福祉人材の現状 

問３ 職員の年齢層・雇用形態（令和 3年 11 月 1 日現在） 

 

正規職員は 40 歳代、非正規職員は 60 歳以上の割合が最も高い 

非正規職員の 6割以上は 50 歳以上 

 

職員の年齢・雇用形態は、全体では、40 代（23.4％）の割合が最も高く、30 代（20.4％）、50

代（20.6％）、60 歳以上（21.6％）がほぼ同じ割合となっている。正規職員では 40 代が 26.7％

と最も割合が高い。次に 30 代（24.1％）の割合が高く、30～40 代で 5 割以上を占めている。非

正規職員では 60歳以上が 42.6％と圧倒的に割合が高い。次に 50 代（19.3％）の割合が高く、50

歳以上で 6割以上を占めている。 

分野別にみると、『高齢者』『障がい者』では、50 歳以上が全体の 4割以上を占めているが、『児

童』では 3割弱となっており、他と比較して若い職員の割合が高い年齢構成となっている。 

 

問３ 職員の年齢層・雇用形態 【全体】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

134人

0.7％

46人

0.4％

180人

0.6％

3209人

17.7％

625人

5.9％

3834人

13.4％

4365人

24.1％

1484人

14.1％

5849人

20.4％

4837人

26.7％

1854人

17.6％

6691人

23.4％

3868人

21.4％

2035人

19.3％

5903人

20.6％

1686人

9.3％

4487人

42.6％

6173人

21.6％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

正規職員（計18,099人）

非正規職員（計10,531人）

全体（計28,630人）

人数（％）

20歳未満 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上
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問３ 職員の年齢層・雇用形態 【分野別／高齢者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問３ 職員の年齢層・雇用形態 【分野別／障がい者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問３ 職員の年齢層・雇用形態 【分野別／児童】 

 

 

 

 

108人

0.9％

21人

0.3％

129人

0.7％

1658人

14.4％

327人

5.0％

1985人

11.0％

2719人

23.7％

714人

10.9％

3433人

19.0％

3214人

28.0％

1024人

15.7％

4238人

23.5％

2621人

22.8％

1236人

18.9％

3857人

21.4％

1176人

10.2％

3206人

49.1％

4382人

24.3％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

正規職員（計11,496人）

非正規職員（計6,528人）

全体（計18,024人）

人数（％）

20歳未満 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上

10人

0.4％

11人

0.8％

21人

0.6％

349人

15.0％

59人

4.3％

408人

11.0％

543人

23.4％

133人

9.7％

676人

18.3％

611人

26.3％

220人

16.0％

831人

22.5％

549人

23.6％

267人

19.5％

816人

22.1％

261人

11.2％

681人

49.7％

942人

25.5％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

正規職員（計2,323人）

非正規職員（計1,371人）

全体（計3,694人）

人数（％）

20歳未満 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上

14人

0.4％

14人

0.6％

28人

0.4％

1128人

28.3％

231人

9.2％

1359人

20.9％

1030人

25.9％

616人

24.5％

1646人

25.3％

941人

23.6％

594人

23.6％

1535人

23.6％

634人

15.9％

514人

20.4％

1148人

17.7％

234人

5.9％

546人

21.7％

780人

12.0％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

正規職員（計3,981人）

非正規職員（計2,515人）

全体（計6,496人）

人数（％）

20歳未満 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上
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問４ 勤務年数別職員数 

 

「５年未満」が 4割半ば、「１０年未満」が約 7割 

 

職員の勤務年数は「３年未満」が 29.1％で最も割合が高く、次に「５年以上１０年未満」（24.6％）

の順となっている。５年未満は合わせて 46.4％、１０年未満は合わせて 71.0％と 7 割を超えて

いる。 

分野別にみると、すべての分野で「３年未満」が最も割合が高い。『児童』では、「５年未満」

（50.0％）が 5割以上を占め、他の分野と比較して経験が短い職員の割合が高かった。 

 

問４ 職員の勤続年数別の人数 【全体】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問４ 職員の勤続年数別の人数 【分野別】 

 

 

 

 

 

8227人（29.1%）

4879人（17.3%）

6954人（24.6%）

3864人（13.7%）

2219人（7.9%）

2100人（7.4%）

0人 2000人 4000人 6000人 8000人 10000人

3年未満

3年以上5年未満

5年以上10年未満

10年以上15年未満

15年以上20年未満

20年以上

全体（計28,243人）

人数（％）

4968人

27.9％

1120人

30.6％

2030人

32.0％

3039人

17.0％

631人

17.2％

1144人

18.0％

4585人

25.7％

914人

25.0％

1362人

21.5％

2606人

14.6％

484人

13.2％

719人

11.3％

1513人

8.5％

224人

6.1％

433人

6.8％

1119人

6.3％

285人

7.8％

651人

10.3％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高齢者（計17,830人）

障がい者（計3,658人）

児童（計6,339人）

人数（％）

3年未満 3年以上5年未満 5年以上10年未満 10年以上15年未満 15年以上20年未満 20年以上
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問５ 人材派遣の利用状況 

 

全体の約８％が利用 

利用している職種は「介護職」が４割弱、「その他」２割半ば、「保育士」が約２割 

 

人材派遣を「利用している」事業所は全体の 7.6％であり、分野別にみると、『障がい者』で

5.7％とやや割合が低いものの、大きな差は見られなかった。 

利用している職種別の人数では、「介護職」が 37.4％で最も割合が高く、次に「その他」（24.0％）、

「保育士」（20.1％）の順となっている。 

分野別にみると、『高齢者』では「介護職」（55.1％）、『障がい者』では「その他」（50.7％）、

『児童』では「保育士」（65.0％）が最も割合が高く、いずれも 5割以上を占めている。 

 

問５ 人材派遣の利用の有無 【全体】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問５ 人材派遣の利用の有無 【分野別】 

 

利用している

115

(7.6%)

利用していない

1,391

(91.8%)

今後利用する予定

10

(0.7%)

全体（n=1,516）

件数（％）

71

7.9％

16

5.7％

26

8.2％

823

91.1％

267

94.3％

289

91.5％

9

1.0％

0

0.0％

1

0.3％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高齢者（n=903）

障がい者（n=283）

児童（n=316）

件数（％）

利用している 利用していない 今後利用する予定
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問５ 人材派遣を利用している職種別人数 【全体】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問５ 人材派遣を利用している職種別人数 【分野別】 

 

 

 

 

 

 

 

介護職

264人

(37.4%)

相談職

29人

(4.1%)看護職

64人

(9.1%)

保育士

142人

(20.1%)

事務職

37人

(5.2%)

その他

169人

(24.0%)

全体（計705人）

人数（％）

236人

55.1％

12人

17.9％

12人

5.8％

21人

4.9％

4人

6.0％

4人

1.9％

48人

11.2％

7人

10.4％

9人

4.4％

4人

0.9％

4人

6.0％

134人

65.0％

20人

4.7％

6人

9.0％

11人

5.3％

99人

23.1％

34人

50.7％

36人

17.5％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高齢者（計428人）

障がい者（計67人）

児童（計206人）

人数（％）

介護職 相談職 看護職 保育士 事務職 その他
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問６ 外国人の雇用状況 

 

全体の約５％が雇用 

 雇用の枠組み（種類）は、「日本人の配偶者」が約３割、「技能実習生」が約２割 

 

外国人を「雇用している」事業所は全体の 4.9％であり、分野別にみると、『高齢者』で 6.8％

と割合が高かった。 

雇用の枠組み（種類）では、「日本人の配偶者」（28.4％）が最も割合が高く、次に「技能実習

生」（20.8％）の順となっている。 

 

問６ 外国人の雇用の有無 【全体】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問６ 外国人の雇用の有無 【分野別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用している

75

(4.9%)

雇用していない

1,425

(93.9%)

今後雇用する予定

18

(1.2%)

全体（n=1,518）

件数（％）

61

6.8％

7

2.4％

5

1.6％

825

91.4％

279

97.6％

310

98.4％

17

1.9％

0

0.0％

0

0.0％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高齢者（n=903）

障がい者（n=286）

児童（n=315）

件数（％）

雇用している 雇用していない 今後雇用する予定
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問６ 外国人雇用の枠組み（種類） 【全体】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数の枠組み（種類）に該当する外国人従業員もいると思われるが、回答のあった人数をそ

のまま合計し集計している。実際に雇用されている外国人従業員の合計人数がグラフの数値

（上記グラフの場合 197 人）と一致するとは限らない。 

 

 

 

20人（10.2%）

19人（9.6%）

41人（20.8%）

17人（8.6%）

29人（14.7%）

56人（28.4%）

15人（7.6%）

0人 10人 20人 30人 40人 50人 60人

EPAに基づく介護福祉士

在留資格「介護」

技能実習生

特定技能1号

定住者永住者

日本人の配偶者

その他

全体（計197人）

人数（％）
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問６ 外国人雇用の枠組み（種類） 【分野別／高齢者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問６ 外国人雇用の枠組み（種類） 【分野別／障がい者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問６ 外国人雇用の枠組み（種類） 【分野別／児童】 

 

 

 

 

 

 

 

12人（9.2%）

11人（8.5%）

32人（24.6%）

9人（6.9%）

19人（14.6%）

41人（31.5%）

6人（4.6%）

0人 5人 10人 15人 20人 25人 30人 35人 40人 45人

EPAに基づく介護福祉士

在留資格「介護」

技能実習生

特定技能1号

定住者永住者

日本人の配偶者

その他

高齢者（計130人）

人数（％）

4人（12.1%）

4人（12.1%）

4人（12.1%）

4人（12.1%）

5人（15.2%）

8人（24.2%）

4人（12.1%）

0人 1人 2人 3人 4人 5人 6人 7人 8人 9人

EPAに基づく介護福祉士

在留資格「介護」

技能実習生

特定技能1号

定住者永住者

日本人の配偶者

その他

障がい者（計33人）

人数（％）

4人（12.9%）

4人（12.9%）

4人（12.9%）

4人（12.9%）

4人（12.9%）

7人（22.6%）

4人（12.9%）

0人 1人 2人 3人 4人 5人 6人 7人 8人

EPAに基づく介護福祉士

在留資格「介護」

技能実習生

特定技能1号

定住者永住者

日本人の配偶者

その他

児童（計31人）

人数（％）
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３．福祉人材の確保 

問７ 職員の過不足状況 

 

５割以上が「不足」 

 高齢者分野では「おおいに不足している」が 8.5％ 

 

職員の過不足状況では、「不足している」が 48.9％、「充足している」が 45.1％、「おおいに不

足している」が 6.0％の順である。「不足している」と「おおいに不足している」を合わせると

54.9％が「不足」と答えている。 

分野別にみると、『高齢者』では、「不足している」と「おおいに不足している」を合わせた割

合が約 6割を占めており、他の分野と比較して割合が高くなっている。 

不足している人数は、全体で 1,796 人となっており、そのうち「正規職員」が 55.5％、「非正

規職員」が 44.5％の割合となっている。分野別にみると、『児童』では、「正規職員」が 61.6％を

占めており、他の分野と比較して「正規職員」が不足している割合が高くなっている。 

 

問７ 職員の過不足状況 【全体】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問７ 職員の過不足状況 【分野別】 

 

充足している

642

(45.1%)不足している

696

(48.9%)

おおいに不足している

86

(6.0%)

全体（n=1,424）

件数（％）件数（％）

350

41.4％

144

53.1％

145

49.2％

424

50.1％

118

43.5％

148

50.2％

72

8.5％

9

3.3％

2

0.7％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高齢者（n=846）

障がい者（n=271）

児童（n=295）

件数（％）

充足している 不足している おおいに不足している
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問７ 不足している人数（雇用形態別） 【全体】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問７ 不足している人数（雇用形態別） 【分野別】 

 

 

 

  

996人（55.5％） 800人（44.5％）

0人 200人 400人 600人 800人 1000人 1200人 1400人 1600人 1800人 2000人

全体（計1,796人）

正規職員 非正規職員

人数（％）

667人（54.4％）

117人（51.8％）

197人（61.6％）

559人（45.6％）

109人（48.2％）

123人（38.4％）

0人 200人 400人 600人 800人 1000人 1200人 1400人

高齢者（計1,226人）

障がい者（計226人）

児童（計320人）

正規職員 非正規職員

人数（％）
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問８ 直接支援業務に関わる職員の在籍者数と採用者数 

 

正規職員は６割強、非正規職員は４割弱 

 

直接支援業務に関わる職員のうち、在籍者の 6 割強が正規職員、4 割弱が非正規職員となって

いる。また、採用者の正規職員と非正規職員の割合は、ほぼ半々である。 

分野別にみると、在籍者の正規職員と非正規職員の割合に大きな差はみられなかったが、採用

者については、『障がい者』で、「正規職員」の割合が 5割を下回り、他の分野との差がみられた。 

 

＊直接支援業務に関わる職員：日常業務の大半が利用者への直接的な援助である職員 

 

問８ 直接支援業務に関わる職員の在籍者数と採用者数 【全体】 

 

 

 

14760人（63.3％）

1424人（53.3％）

8542人（36.7％）

1247人（46.7％）

0人 5000人 10000人 15000人 20000人 25000人

在籍者数（計23,302人）

採用者数（計2,671人）

在籍者数（令和3年11月1日現在）

採用者数（令和3年4月1日～10月31日までの採用者）

正規職員 非正規職員

人数（％）
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問８ 直接支援業務に関わる職員の在籍者数と採用者数 【分野別／高齢者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問８ 直接支援業務に関わる職員の在籍者数と採用者数 【分野別／障がい者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問８ 直接支援業務に関わる職員の在籍者数と採用者数 【分野別／児童】 

 

 

 

9473人（63.9％）

838人（54.2％）

5347人（36.1％）

709人（45.8％）

0人 2000人 4000人 6000人 8000人 10000人 12000人 14000人 16000人

在籍者数（計14,820人）

採用者数（計1,547人）

在籍者数（令和3年11月1日現在）

採用者数（令和3年4月1日～10月31日までの採用者）

正規職員 非正規職員

人数（％）

1894人（61.1％）

168人（46.2％）

1205人（38.9％）

196人（53.8％）

0人 500人 1000人 1500人 2000人 2500人 3000人 3500人

在籍者数（計3,099人）

採用者数（計364人）

在籍者数（令和3年11月1日現在）

採用者数（令和3年4月1日～10月31日までの採用者）

正規職員 非正規職員

人数（％）

3157人（62.4％）

404人（55.2％）

1902人（37.6％）

328人（44.8％）

0人 1000人 2000人 3000人 4000人 5000人 6000人

在籍者数（計5,059人）

採用者数（計732人）

在籍者数（令和3年11月1日現在）

採用者数（令和3年4月1日～10月31日までの採用者）

正規職員 非正規職員

人数（％）
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問９ 昨年度（令和２年度）の退職者 

 

約９割が定年以外の退職者 

 

昨年度の退職者のうち、定年退職者の割合は、正規職員で 11.4％、非正規職員で 8.2％となっ

ている。いずれも約 9割が定年以外の退職者となっている。 

正規職員、非正規職員それぞれを分野別にみると、大きな差はなく、いずれも約 9割が定年以

外の退職者となっている。 

 

問９ 昨年度※1の退職者数 【全体】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

162人

（11.4％）

105人

（8.2％）

1261人

（88.6％）

1183人

（91.8％）

0人 500人 1000人 1500人

正規職員（計1,423人）

非正規職員（計1,288人）

※1 令和2年4月1日～令和3年3月31日

定年退職者数 定年以外の退職者数

人数（％）
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問９ 昨年度※1の退職者数 【分野別／正規職員】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問９ 昨年度※1の退職者数 【分野別／非正規職員】 

 

 

 

 

104人

10.8％

19人

11.8％

35人

12.6％

860人

89.2％

142人

88.2％

242人

87.4％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高齢者（計964人）

障がい者（計161人）

児童（計277人）

※1 令和2年4月1日～令和3年3月31日 定年退職者数 定年以外の退職者数

人数（％）

67人

8.0％

13人

7.6％

24人

8.9％

773人

92.0％

157人

92.4％

247人

91.1％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高齢者（計840人）

障がい者（計170人）

児童（計271人）

※1 令和2年4月1日～令和3年3月31日 定年退職者数 定年以外の退職者数

人数（％）
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問１０ 定年以外の退職者の主な退職理由（あてはまるもの全てに◯） 

 

「身体的な健康上の理由」、「転職先が決まった」、「業務に適合していなかった」が上位 

 

昨年度の定年以外の退職者の退職理由では「身体的な健康上の理由」（36.8％）が最も割合が高

く、次に「転職先が決まった」（25.6％）、「業務に適合していなかった」（22.7％）の順に続いて

いる。 

分野別にみると、『高齢者』では、「身体的な健康上の理由」（41.8％）、「転職先が決まった」

（25.4％）、「業務に適合していなかった」（24.6％）、『障がい者』では、「身体的な健康上の理由」

（33.8％）、「業務に適合していなかった」（27.0％）、「転職先が決まった」（20.9％）と順位に違

いはあるものの、同じ理由が上位を占めたが、『児童』では、「転職先が決まった」（29.3％）「身

体的な健康上の理由」（25.0％）、「結婚」（17.6％）の順となっており、他の分野と違いがみられ

た。 

 

問 10 定年以外の退職者の主な退職理由 【全体】（複数回答） 

 

 

 

 

 

43（4.7%）

96（10.5%）

337（36.8%）

124（13.5%）

75（8.2%）

54（5.9%）

147（16.0%）

67（7.3%）

235（25.6%）

122（13.3%）

55（6.0%）

38（4.1%）

208（22.7%）

2（0.2%）

113（12.3%）

0 50 100 150 200 250 300 350 400

定年後の再雇用期間満了

雇用契約期間満了

身体的な健康上の理由

精神的な健康上の理由

結婚

出産・育児

家族の介護

家族の転勤

転職先が決まった

職場内の人間関係

給与に不満

勤務体制に不満

業務に適合していなかった

解雇（事業縮小等の理由も含む）

その他

全体（n=917）

件数（％）
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問 10 定年以外の退職者の主な退職理由 【分野別／高齢者】（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 10 定年以外の退職者の主な退職理由 【分野別／障がい者】（複数回答） 

 

22（3.9%）

50（8.8%）

238（41.8%）

81（14.2%）

38（6.7%）

29（5.1%）

101（17.7%）

40（7.0%）

145（25.4%）

99（17.4%）

40（7.0%）

27（4.7%）

140（24.6%）

2（0.4%）

58（10.2%）

0 50 100 150 200 250

定年後の再雇用期間満了

雇用契約期間満了

身体的な健康上の理由

精神的な健康上の理由

結婚

出産・育児

家族の介護

家族の転勤

転職先が決まった

職場内の人間関係

給与に不満

勤務体制に不満

業務に適合していなかった

解雇（事業縮小等の理由も含む）

その他

高齢者（n=570）

件数（％）

11（7.4%）

18（12.2%）

50（33.8%）

23（15.5%）

3（2.0%）

4（2.7%）

19（12.8%）

8（5.4%）

31（20.9%）

11（7.4%）

6（4.1%）

4（2.7%）

40（27.0%）

0（0.0%）

19（12.8%）

0 10 20 30 40 50 60

定年後の再雇用期間満了

雇用契約期間満了

身体的な健康上の理由

精神的な健康上の理由

結婚

出産・育児

家族の介護

家族の転勤

転職先が決まった

職場内の人間関係

給与に不満

勤務体制に不満

業務に適合していなかった

解雇（事業縮小等の理由も含む）

その他

障がい者（n=148）

件数（％）
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問 10 定年以外の退職者の主な退職理由 【分野別／児童】（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

9（4.8%）

28（14.9%）

47（25.0%）

20（10.6%）

33（17.6%）

21（11.2%）

26（13.8%）

19（10.1%）

55（29.3%）

12（6.4%）

8（4.3%）

6（3.2%）

26（13.8%）

0（0.0%）

30（16.0%）

0 10 20 30 40 50 60 70

定年後の再雇用期間満了

雇用契約期間満了

身体的な健康上の理由

精神的な健康上の理由

結婚

出産・育児

家族の介護

家族の転勤

転職先が決まった

職場内の人間関係

給与に不満

勤務体制に不満

業務に適合していなかった

解雇（事業縮小等の理由も含む）

その他

児童（n=188）

件数（％）
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問１１ 直接支援業務の機能分化（分割化）の状況（◯は一つ） 

 

約２割が業務分割化のために「職員を配置している」 

児童分野では業務分割化のために「職員を配置している」が４割以上 

 

直接支援業務の機能分化（分割化）については、介護補助、ケアアシスタント、保育補助等業

務分割化のために「職員を配置している」が 18.9％、「配置していない」が 79.3％、「今後配置す

る予定」が 1.8％となっている。 

分野別にみると、業務分割化のために「職員を配置している」割合は、『高齢者』で 15.0％、

『障がい者』で 6.5％、『児童』では 42.1％と、『児童』で高く、『障がい者』で低くなっている。 

 

問 11 直接支援業務の機能分化（分割化）の状況 【全体】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 11 直接支援業務の機能分化（分割化）の状況 【分野別】 

 

職員を配置している（介護助手、

ケアアシスタント、保育補助等）

274

(18.9%)

配置していない

1,150

(79.3%)

今後配置する予定

26

(1.8%)

全体（n=1,450）

件数（％）

130

15.0％

18

6.5％

123

42.1％

724

83.4％

252

91.0％

165

56.5％

14

1.6％

7

2.5％

4

1.4％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高齢者（n=868）

障がい者（n=277）

児童（n=292）

件数（％）

職員を配置している（介護助手、ケアアシスタント、保育補助等） 配置していない 今後配置する予定
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問 11 配置している職員数 【全体】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 11 配置している職員数 【分野別】 

 

 

 

  

815人

0人 100人 200人 300人 400人 500人 600人 700人 800人 900人

全体

配置している職員数

人数（％）

389人

52人

368人

0人 50人 100人 150人 200人 250人 300人 350人 400人 450人

高齢者

障がい者

児童

配置している職員数

人数（％）
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問１２ 人材確保の取り組みの現状と今後（あてはまるもの全てに○） 

 

「実施している」のは「ハローワークを通じての募集」、「職員・知人からの紹介」 

「実施し効果があった」のも「ハローワークを通じての募集」、「職員・知人からの紹介」 

「今後取りくみたい」のは「福祉人材センターを通じての募集」 

 

人材確保の取り組みの現状と今後について、「現在実施している」と「実施して効果があった」

を合わせた『実施している』は、「ハローワークを通じての募集」（83.7％）、「職員・知人からの

紹介」（64.1％）、「自法人・事務所のホームページを通じての募集」（44.2％）の順に割合が高か

った。 

「実施して効果があった」のは、「ハローワークを通じての募集」（34.4％）、「職員・知人から

の紹介」（27.1％）の２つの募集方法の割合が高かった。 

『今後取り組みたい』は、「福祉人材センターを通じての募集」（10.7％）、「自法人・事業所の

SNS を通じての募集」（8.7％）、「養成校（福祉系大学・専門学校・高校等）へ出向いての求人活

動」（7.8％）の順に割合が高かった。 

分野別にみると、「現在実施している」と「実施して効果があった」を合わせた『実施してい

る』、「実施して効果があった」のは、いずれも「ハローワークを通じての募集」、「職員・知人か

らの紹介」の２つ募集方法の割合が高かった。 

「今後取りくみたい」取り組みで割合が最も高いのは、いずれの分野でも「福祉人材センター

を通じての募集」でそれぞれ 1割を超えている。高齢者では「自法人・事業所の SNS を通じての

募集」も 10.8％と１割を超えている。 
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問 12 人材確保の取り組みの現状と今後 【全体】（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

223

14.3％

767

49.3％

231

14.9％

575

37.0％

552

35.5％

115

7.4％

172

11.1％

242

15.6％

277

17.8％

180

11.6％

274

17.6％

135

8.7％

323

20.8％

269

17.3％

158

10.2％

413

26.6％

265

17.0％

68

4.4％

447

28.7％

467

30.0％

21

1.4％

61

3.9％

535

34.4％

163

10.5％

421

27.1％

136

8.7％

25

1.6％

32

2.1％

111

7.1％

87

5.6％

65

4.2％

154

9.9％

43

2.8％

86

5.5％

103

6.6％

56

3.6％

195

12.5％

98

6.3％

20

1.3％

205

13.2％

211

13.6％

9

0.6％

167

10.7％

69

4.4％

49

3.2％

47

3.0％

70

4.5％

135

8.7％

109

7.0％

98

6.3％

97

6.2％

94

6.0％

52

3.3％

69

4.4％

70

4.5％

121

7.8％

103

6.6％

29

1.9％

80

5.1％

99

6.4％

34

2.2％

48

3.1％

5

0.3％

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

福祉人材センターを通じての募集

ハローワークを通じての募集

有料職業紹介所を通じての募集（有料）

職員・知人からの紹介

自法人・事業所のホームページ

を通じての募集

自法人・事業所のＳＮＳを通じての募集

自法人・事業所で採用に

向けた動画等の作成

自法人・事業所での見学会・

職場体験等の開催

自法人・事業所での資格取得の

ための実習生受入れ

自法人・事業所での就職説明会の開催

チラシやフリーペーパー等への

求人情報の掲載（有料）

就職・転職サイトの活用（有料）

就職説明会（フェア）への出展

養成校（福祉系大学・専門学校・高校等）

へ出向いての求人活動

非養成校（一般大学・専門学校・高校等）

へ出向いての求人活動

中高年者（50才以上）の採用

新規高卒者の採用

外国人の採用

無資格者の採用

未経験者の採用

その他

全体（n=1,555）
現在実施している 実施し効果があった 今後取りくみたい

件数（％）
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問 12 人材確保の取り組みの現状と今後 【分野別／高齢者】（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

163

17.6％

480

51.8％

185

20.0％

387

41.8％

375

40.5％

79

8.5％

117

12.6％

171

18.5％

166

17.9％

124

13.4％

212

22.9％

102

11.0％

226

24.4％

155

16.7％

125

13.5％

286

30.9％

220

23.8％

63

6.8％

306

33.0％

319

34.4％

13

1.4％

38

4.1％

312

33.7％

120

13.0％

265

28.6％

70

7.6％

13

1.4％

17

1.8％

62

6.7％

37

4.0％

39

4.2％

109

11.8％

29

3.1％

51

5.5％

53

5.7％

45

4.9％

132

14.3％

81

8.7％

19

2.1％

137

14.8％

145

15.7％

7

0.8％

101

10.9％

37

4.0％

32

3.5％

25

2.7％

38

4.1％

100

10.8％

75

8.1％

58

6.3％

59

6.4％

58

6.3％

31

3.3％

45

4.9％

41

4.4％

68

7.3％

61

6.6％

14

1.5％

47

5.1％

73

7.9％

21

2.3％

29

3.1％

2

0.2％

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

福祉人材センターを通じての募集

ハローワークを通じての募集

有料職業紹介所を通じての募集（有料）

職員・知人からの紹介

自法人・事業所のホームページ

を通じての募集

自法人・事業所のＳＮＳを通じての募集

自法人・事業所で採用に

向けた動画等の作成

自法人・事業所での見学会・

職場体験等の開催

自法人・事業所での資格取得の

ための実習生受入れ

自法人・事業所での就職説明会の開催

チラシやフリーペーパー等への

求人情報の掲載（有料）

就職・転職サイトの活用（有料）

就職説明会（フェア）への出展

養成校（福祉系大学・専門学校・高校等）

へ出向いての求人活動

非養成校（一般大学・専門学校・高校等）

へ出向いての求人活動

中高年者（50才以上）の採用

新規高卒者の採用

外国人の採用

無資格者の採用

未経験者の採用

その他

高齢者（n=926）
現在実施している 実施し効果があった 今後取りくみたい

件数（％）
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問 12 人材確保の取り組みの現状と今後 【分野別／障がい者】（複数回答） 

 

 

 
24

8.2％

123

42.3％

13

4.5％

81

27.8％

73

25.1％

16

5.5％

22

7.6％

28

9.6％

39

13.4％

23

7.9％

31

10.7％

15

5.2％

38

13.1％

40

13.7％

19

6.5％

54

18.6％

24

8.2％

2

0.7％

77

26.5％

80

27.5％

4

1.4％

9

3.1％

107

36.8％

13

4.5％

70

24.1％

19

6.5％

4

1.4％

4

1.4％

18

6.2％

5

1.7％

5

1.7％

25

8.6％

8

2.7％

9

3.1％

12

4.1％

3

1.0％

38

13.1％

8

2.7％

0

0.0％

38

13.1％

42

14.4％

1

0.3％

32

11.0％

22

7.6％

12

4.1％

15

5.2％

19

6.5％

17

5.8％

15

5.2％

20

6.9％

20

6.9％

19

6.5％

8

2.7％

11

3.8％

15

5.2％

25

8.6％

20

6.9％

12

4.1％

18

6.2％

13

4.5％

10

3.4％

13

4.5％

2

0.7％

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

福祉人材センターを通じての募集

ハローワークを通じての募集

有料職業紹介所を通じての募集（有料）

職員・知人からの紹介

自法人・事業所のホームページ

を通じての募集

自法人・事業所のＳＮＳを通じての募集

自法人・事業所で採用に

向けた動画等の作成

自法人・事業所での見学会・

職場体験等の開催

自法人・事業所での資格取得の

ための実習生受入れ

自法人・事業所での就職説明会の開催

チラシやフリーペーパー等への

求人情報の掲載（有料）

就職・転職サイトの活用（有料）

就職説明会（フェア）への出展

養成校（福祉系大学・専門学校・高校等）

へ出向いての求人活動

非養成校（一般大学・専門学校・高校等）

へ出向いての求人活動

中高年者（50才以上）の採用

新規高卒者の採用

外国人の採用

無資格者の採用

未経験者の採用

その他

障がい者（n=291）
現在実施している 実施し効果があった 今後取りくみたい

件数（％）
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問 12 人材確保の取り組みの現状と今後 【分野別／児童】（複数回答） 

 

 

 

 

  

34

10.6％

154

47.8％

31

9.6％

101

31.4％

98

30.4％

18

5.6％

32

9.9％

40

12.4％

68

21.1％

30

9.3％

28

8.7％

17

5.3％

56

17.4％

69

21.4％

13

4.0％

69

21.4％

19

5.9％

3

0.9％

58

18.0％

60

18.6％

4

1.2％

12

3.7％

112

34.8％

29

9.0％

80

24.8％

45

14.0％

6

1.9％

8

2.5％

27

8.4％

42

13.0％

19

5.9％

17

5.3％

5

1.6％

24

7.5％

34

10.6％

5

1.6％

22

6.8％

4

1.2％

0

0.0％

28

8.7％

22

6.8％

1

0.3％

33

10.2％

9

2.8％

4

1.2％

7

2.2％

13

4.0％

18

5.6％

19

5.9％

20

6.2％

18

5.6％

16

5.0％

12

3.7％

12

3.7％

14

4.3％

28

8.7％

22

6.8％

3

0.9％

15

4.7％

10

3.1％

2

0.6％

5

1.6％

1

0.3％

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

福祉人材センターを通じての募集

ハローワークを通じての募集

有料職業紹介所を通じての募集（有料）

職員・知人からの紹介

自法人・事業所のホームページ

を通じての募集

自法人・事業所のＳＮＳを通じての募集

自法人・事業所で採用に

向けた動画等の作成

自法人・事業所での見学会・

職場体験等の開催

自法人・事業所での資格取得の

ための実習生受入れ

自法人・事業所での就職説明会の開催

チラシやフリーペーパー等への

求人情報の掲載（有料）

就職・転職サイトの活用（有料）

就職説明会（フェア）への出展

養成校（福祉系大学・専門学校・高校等）

へ出向いての求人活動

非養成校（一般大学・専門学校・高校等）

へ出向いての求人活動

中高年者（50才以上）の採用

新規高卒者の採用

外国人の採用

無資格者の採用

未経験者の採用

その他

児童（n=322）
現在実施している 実施し効果があった 今後取りくみたい

件数（％）
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４．福祉人材の育成 

問１３ 人材育成のための方策（あてはまるもの全てに○） 

 

高齢者分野では「事業所全体の教育・研修計画を立てている」割合が最も高い 

 障がい者、児童分野では 

「自治体や業界団体が主催する教育・研修には積極的に参加させるようにしている」も高い 

 

人材育成のための方策としては「事業所全体の教育・研修計画を立てている」が 70.1％で最も

割合が高く、次に「自治体や業界団体が主催する教育・研修には積極的に参加させるようにして

いる」（56.7％）、「職員に後輩の育成経験を持たせている」（50.7％）の順に続いている。 

分野別にみると、『障がい者』、『児童』では『高齢者』と比較して、「自治体や業界団体が主催

する教育・研修には積極的に参加させるようにしている」の割合が高く、『児童』では最も割合が

高い方策となっている。 

 

問 13 人材育成のための方策 【全体】（複数回答） 

 

 

1063（70.1%）

512（33.8%）

653（43.0%）

702（46.3%）

769（50.7%）

677（44.6%）

860（56.7%）

127（8.4%）

19（1.3%）

17（1.1%）

0 200 400 600 800 1,000 1,200

事業所全体の教育・研修計画を立てている

職員一人ひとりの教育・研修計画を立てている

教育・研修の責任者（兼任を含む）もしくは担当部署を決めている

採用時の教育・研修を充実させている

職員に後輩の育成経験を持たせている

能力の向上が認められた者は、配置や処遇に反映している

自治体や業界団体が主催する教育・研修には積極的に参加させるようにしている

地域の同業他社と協力し、ノウハウを共有して育成に取り組んでいる

その他

いずれも行っていない

全体（n=1,517）

件数（％）
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問 13 人材育成のための方策 【分野別／高齢者】（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 13 人材育成のための方策 【分野別／障がい者】（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 13 人材育成のための方策 【分野別／児童】（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

664（73.5%）

354（39.2%）

409（45.3%）

429（47.5%）

494（54.7%）

418（46.3%）

452（50.1%）

58（6.4%）

10（1.1%）

9（1.0%）

0 100 200 300 400 500 600 700 800

事業所全体の教育・研修計画を立てている

職員一人ひとりの教育・研修計画を立てている

教育・研修の責任者（兼任を含む）もしくは担当部署を決めている

採用時の教育・研修を充実させている

職員に後輩の育成経験を持たせている

能力の向上が認められた者は、配置や処遇に反映している

自治体や業界団体が主催する教育・研修には積極的に参加させるようにしている

地域の同業他社と協力し、ノウハウを共有して育成に取り組んでいる

その他

いずれも行っていない

高齢者（n=903）

件数（％）

181（63.5%）

62（21.8%）

98（34.4%）

111（38.9%）

108（37.9%）

118（41.4%）

179（62.8%）

31（10.9%）

4（1.4%）

6（2.1%）

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200 220

事業所全体の教育・研修計画を立てている

職員一人ひとりの教育・研修計画を立てている

教育・研修の責任者（兼任を含む）もしくは担当部署を決めている

採用時の教育・研修を充実させている

職員に後輩の育成経験を持たせている

能力の向上が認められた者は、配置や処遇に反映している

自治体や業界団体が主催する教育・研修には積極的に参加させるようにしている

地域の同業他社と協力し、ノウハウを共有して育成に取り組んでいる

その他

いずれも行っていない

障がい者（n=285）

件数（％）

206（65.8%）

94（30.0%）

137（43.8%）

152（48.6%）

157（50.2%）

132（42.2%）

220（70.3%）

38（12.1%）

5（1.6%）

2（0.6%）

0 50 100 150 200 250

事業所全体の教育・研修計画を立てている

職員一人ひとりの教育・研修計画を立てている

教育・研修の責任者（兼任を含む）もしくは担当部署を決めている

採用時の教育・研修を充実させている

職員に後輩の育成経験を持たせている

能力の向上が認められた者は、配置や処遇に反映している

自治体や業界団体が主催する教育・研修には積極的に参加させるようにしている

地域の同業他社と協力し、ノウハウを共有して育成に取り組んでいる

その他

いずれも行っていない

児童（n=313）

件数（％）
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問１４ 職場における採用時の研修内容（あてはまるもの全てに○） 

 

高齢者、児童分野では「事業所の理念・方針」の割合が最も高く 

 障がい者分野では「利用者理解」の割合が最も高い 

 

職場における採用時の研修内容では「事業所の理念・方針」が 84.4％で最も割合が高く、次に

「接遇・マナー」（74.5％）、「個人情報取扱」（70.0％）、「利用者理解」（69.1％）、「介護（保育）

等の知識・技術」「感染症予防対策」（いずれも 68.5％）の順に続いている。 

分野別にみても、いずれの分野でも「事業所の理念・方針」の割合が最も高いが、２番目に割

合が高い研修内容は、『高齢者』では「接遇・マナー」、『障がい者』では「利用者理解」、『児童』

では「個人情報取扱」と、それぞれの違いがみられた。 

 

問 14 職場における採用時の研修内容 【全体】（複数回答） 

 

 

 

 

1281（84.4%）

1130（74.5%）

1039（68.5%）

1048（69.1%）

795（52.4%）

1062（70.0%）

1039（68.5%）

733（48.3%）

876（57.7%）

528（34.8%）

293（19.3%）

61（4.0%）

39（2.6%）

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400

事業所の理念・方針

接遇・マナー

介護（保育）等の知識・技術

利用者理解

権利擁護

個人情報取扱

感染症予防対策

リスクマネジメント

記録の仕方

苦情解決の仕組み

ＯＡ機器の操作

その他

特に行っていない

全体（n=1,517）

件数（％）
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問 14 職場における採用時の研修内容 【分野別／高齢者】（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 14 職場における採用時の研修内容 【分野別／障がい者】（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 14 職場における採用時の研修内容 【分野別／児童】（複数回答） 

 

775（85.7%）

754（83.4%）

714（79.0%）

628（69.5%）

486（53.8%）

643（71.1%）

680（75.2%）

507（56.1%）

534（59.1%）

318（35.2%）

181（20.0%）

27（3.0%）

17（1.9%）

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

事業所の理念・方針

接遇・マナー

介護（保育）等の知識・技術

利用者理解

権利擁護

個人情報取扱

感染症予防対策

リスクマネジメント

記録の仕方

苦情解決の仕組み

ＯＡ機器の操作

その他

特に行っていない

高齢者（n=904）

件数（％）

234（82.4%）

160（56.3%）

132（46.5%）

234（82.4%）

173（60.9%）

190（66.9%）

168（59.2%）

106（37.3%）

176（62.0%）

95（33.5%）

53（18.7%）

14（4.9%）

11（3.9%）

0 50 100 150 200 250

事業所の理念・方針

接遇・マナー

介護（保育）等の知識・技術

利用者理解

権利擁護

個人情報取扱

感染症予防対策

リスクマネジメント

記録の仕方

苦情解決の仕組み

ＯＡ機器の操作

その他

特に行っていない

障がい者（n=284）

件数（％）

259（82.7%）

203（64.9%）

180（57.5%）

176（56.2%）

125（39.9%）

219（70.0%）

182（58.1%）

113（36.1%）

158（50.5%）

110（35.1%）

57（18.2%）

19（6.1%）

11（3.5%）

0 50 100 150 200 250 300

事業所の理念・方針

接遇・マナー

介護（保育）等の知識・技術

利用者理解

権利擁護

個人情報取扱

感染症予防対策

リスクマネジメント

記録の仕方

苦情解決の仕組み

ＯＡ機器の操作

その他

特に行っていない

児童（n=313）

件数（％）
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問１５ ＯＪＴ（職務を通じての研修）の内容（あてはまるもの全てに○） 

 

「業務マニュアルを整備し育成している」が６割以上 

ＯＪＴ（職務を通じての研修）の内容では「業務マニュアルを整備し育成している」が 62.6％

で最も割合が高く、次に「新人職員を育成する担当者（プリセプター等）を配置している」（43.0％）、

「意図的・計画的に育成する仕組み（育成面談など）を実施している」（37.8％）の順に続いてい

る。 

分野別にみると、いずれの分野でも上記の３つのＯＪＴの割合が高くなっているが、「業務マ

ニュアルを整備し育成している」割合は、『高齢者』では約 7 割を占めるのに対し、『障がい者』

『児童』では約 5 割に留まっている。『障がい者』では「特に行っていない」が 2 割を超し、他

の分野と比較して高い割合となっている。 

 

問 15 OJT（職務を通じての研修）の内容 【全体】（複数回答） 

 

 

 
941（62.6%）

383（25.5%）

647（43.0%）

448（29.8%）

568（37.8%）

51（3.4%）

202（13.4%）

0 200 400 600 800 1000 1200

業務マニュアルを整備し育成している

指導・育成方法をマニュアル化している

新人職員を育成する担当者（プリセプター等）を配置している

業務の理解度や達成度が確認できるチェックリスト等を作成している

意図的・計画的に育成する仕組み（育成面談など）を実施している

その他

特に行っていない

全体（n=1,503）

件数（％）
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問 15 OJT（職務を通じての研修）の内容 【分野別／高齢者】（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 15 OJT（職務を通じての研修）の内容 【分野別／障がい者】（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 15 OJT（職務を通じての研修）の内容 【分野別／児童】（複数回答） 

 

 

642（71.0%）

264（29.2%）

431（47.7%）

313（34.6%）

366（40.5%）

24（2.7%）

88（9.7%）

0 100 200 300 400 500 600 700

業務マニュアルを整備し育成している

指導・育成方法をマニュアル化している

新人職員を育成する担当者（プリセプター等）を配置している

業務の理解度や達成度が確認できるチェックリスト等を作成している

意図的・計画的に育成する仕組み（育成面談など）を実施している

その他

特に行っていない

高齢者（n=904）

件数（％）

129（47.1%）

50（18.2%）

97（35.4%）

49（17.9%）

83（30.3%）

19（6.9%）

63（23.0%）

0 20 40 60 80 100 120 140

業務マニュアルを整備し育成している

指導・育成方法をマニュアル化している

新人職員を育成する担当者（プリセプター等）を配置している

業務の理解度や達成度が確認できるチェックリスト等を作成している

意図的・計画的に育成する仕組み（育成面談など）を実施している

その他

特に行っていない

障がい者（n=274）

件数（％）

161（52.1%）

63（20.4%）

110（35.6%）

80（25.9%）

110（35.6%）

8（2.6%）

50（16.2%）

0 50 100 150 200

業務マニュアルを整備し育成している

指導・育成方法をマニュアル化している

新人職員を育成する担当者（プリセプター等）を配置している

業務の理解度や達成度が確認できるチェックリスト等を作成している

意図的・計画的に育成する仕組み（育成面談など）を実施している

その他

特に行っていない

児童（n=309）

件数（％）



 

38 

 

問１６ ＯＦＦ－ＪＴ（職務を離れての研修）の内容（あてはまるもの全てに○） 

 

「職場外の集団研修に職員を派遣している」が６割半ば 

ＯＦＦ－ＪＴ（職務を離れての研修）の内容では「職場外の集団研修に職員を派遣している」

が 64.5％で最も割合が高く、次に「事業所内で委員会等を組織して学習している」（42.0％）「事

業所に講師を招き、研修を実施している」（31.1％）の順に続いている。 

分野別にみると、「職場外の集団研修に職員を派遣している」割合は、『障がい者』『児童』では

7割を超えているが、『高齢者』では 6割以下に留まっている。 

 

問 16 OFF－JT（職務を離れての研修）の内容 【全体】（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

969（64.5%）

468（31.1%）

631（42.0%）

61（4.1%）

216（14.4%）

0 200 400 600 800 1,000 1,200

職場外の集団研修に職員を派遣している

事業所に講師を招き、研修を実施している

事業所内で委員会等を組織して学習している

その他

特に行っていない

全体（n=1,503）

件数（％）



 

39 

 

問 16 OFF－JT（職務を離れての研修）の内容 【分野別／高齢者】（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 16 OFF－JT（職務を離れての研修）の内容 【分野別／障がい者】（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 16 OFF－JT（職務を離れての研修）の内容 【分野別／児童】（複数回答） 

 

 

529（58.8%）

224（24.9%）

449（49.9%）

42（4.7%）

139（15.4%）

0 100 200 300 400 500 600

職場外の集団研修に職員を派遣している

事業所に講師を招き、研修を実施している

事業所内で委員会等を組織して学習している

その他

特に行っていない

高齢者（n=900）

件数（％）

201（71.8%）

109（38.9%）

88（31.4%）

6（2.1%）

49（17.5%）

0 50 100 150 200 250

職場外の集団研修に職員を派遣している

事業所に講師を招き、研修を実施している

事業所内で委員会等を組織して学習している

その他

特に行っていない

障がい者（n=280）

件数（％）

228（74.3%）

128（41.7%）

86（28.0%）

13（4.2%）

26（8.5%）

0 50 100 150 200 250 300

職場外の集団研修に職員を派遣している

事業所に講師を招き、研修を実施している

事業所内で委員会等を組織して学習している

その他

特に行っていない

児童（n=307）

件数（％）
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問１７ ＳＤＳ（自己啓発援助制度）の内容（あてはまるもの全てに○） 

 

高齢者、障がい者分野では 

「職員の資格取得に関する費用の一部を事業所が負担している」が第１位 

児童分野では 

「職場内での自主的な学習に対し、時間的な援助や施設の提供を行っている」が第１位 

 

ＳＤＳ（自己啓発援助制度）の内容では「職員の資格取得に関する費用の一部を事業所が負担

している」が 46.2％で最も割合が高く、次に「職員の資格取得に関する面接授業（スクーリング）

などへの参加を勤務免除や出張扱いとしている」（37.2％）、「職場内での自主的な学習に対し、時

間的な援助や施設の提供を行っている」（28.1％）の順に続いている。 

分野別にみると、『高齢者』『障がい者』では「職員の資格取得に関する費用の一部を事業所が

負担している」の割合が最も高いが、『児童』では「職場内での自主的な学習に対し、時間的な援

助や施設の提供を行っている」の割合が最も高くなっている。また、『児童』については、「特に

行っていない」（26.5％）が 2割を超え、他の分野と比較して高い割合となっている。 

 

問 17 SDS（自己啓発援助制度）の内容 【全体】（複数回答） 

 

 

 
686（46.2%）

316（21.3%）

552（37.2%）

417（28.1%）

66（4.4%）

271（18.3%）

0 100 200 300 400 500 600 700 800

職員の資格取得に関する費用の一部を事業所が負担している

職員の資格取得に関する費用の全部を事業所が負担している

職員の資格取得に関する面接授業（スクーリング）などへの

参加を勤務免除や出張扱いとしている

職場内での自主的な学習に対し、時間的な援助や施設の

提供を行っている

その他

特に行っていない

全体（n=1,484）

件数（％）
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問 17 SDS（自己啓発援助制度）の内容 【分野別／高齢者】（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 17 SDS（自己啓発援助制度）の内容 【分野別／障がい者】（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 17 SDS（自己啓発援助制度）の内容 【分野別／児童】（複数回答） 

 

 

 

477（53.5%）

184（20.6%）

352（39.5%）

251（28.1%）

37（4.1%）

140（15.7%）

0 100 200 300 400 500 600

職員の資格取得に関する費用の一部を事業所が負担している

職員の資格取得に関する費用の全部を事業所が負担している

職員の資格取得に関する面接授業（スクーリング）などへの

参加を勤務免除や出張扱いとしている

職場内での自主的な学習に対し、時間的な援助や施設の

提供を行っている

その他

特に行っていない

高齢者（n=892）

件数（％）

114（41.0%）

63（22.7%）

108（38.8%）

72（25.9%）

12（4.3%）

51（18.3%）

0 20 40 60 80 100 120 140

職員の資格取得に関する費用の一部を事業所が負担している

職員の資格取得に関する費用の全部を事業所が負担している

職員の資格取得に関する面接授業（スクーリング）などへの

参加を勤務免除や出張扱いとしている

職場内での自主的な学習に対し、時間的な援助や施設の

提供を行っている

その他

特に行っていない

障がい者（n=278）

件数（％）

88（29.5%）

64（21.5%）

83（27.9%）

94（31.5%）

14（4.7%）

79（26.5%）

0 20 40 60 80 100 120

職員の資格取得に関する費用の一部を事業所が負担している

職員の資格取得に関する費用の全部を事業所が負担している

職員の資格取得に関する面接授業（スクーリング）などへの

参加を勤務免除や出張扱いとしている

職場内での自主的な学習に対し、時間的な援助や施設の

提供を行っている

その他

特に行っていない

児童（n=298）

件数（％）
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５．福祉人材の定着 

問１８ 職員のキャリアパスの仕組みづくり（◯は一つ） 

 

「キャリアパスの仕組みを作成し運用している」のは 

高齢者 62.2％、障がい者 54.0％、児童 46.7％ 

キャリアパスの仕組みづくりでは、「キャリアパスの仕組みを作成し運用している」が 57.6％

で最も割合が高く、次に「キャリアパスの仕組みは作成していない」が 26.7％、「キャリアパス

の仕組みを作成中である」が 9.9％、「キャリアパスの仕組みを作ったが運用していない」が 5.9％

となっている。 

分野別にみると、「キャリアパスの仕組みを作成し運用している」割合は『高齢者』では 62.2％、

『障がい者』では 54.0％と半数を超えているが、『児童』では 46.7％と半数以下に留まっている。 

 

問 18 職員のキャリアパスの仕組みづくり 【全体】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 18 職員のキャリアパスの仕組みづくり 【分野別】 

 

 

キャリアパスの仕組みを

作成し運用している

840

(57.6%)

キャリアパスの仕組みを作ったが

運用していない

86

(5.9%)

キャリアパスの仕組みを

作成中である

144

(9.9%)

キャリアパスの仕組みは

作成していない

389

(26.7%)

全体（n=1,459）

件数（％）

544

62.2％

150

54.0％

136

46.7％

57

6.5％

16

5.8％

11

3.8％

79

9.0％

40

14.4％

25

8.6％

195

22.3％

72

25.9％

119

40.9％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高齢者（n=875）

障がい者（n=278）

児童（n=291）

件数（％）

キャリアパスの仕組みを作成し運用している キャリアパスの仕組みを作ったが運用していない

キャリアパスの仕組みを作成中である キャリアパスの仕組みは作成していない
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問１９ 職員定着のための方策（あてはまるもの全てに○） 

 

「有給休暇の取得を促進する取り組みをしている」が約８割 

職員定着のための方策で最も割合が高かったのは、「有給休暇の取得を促進する取り組みをし

ている」（79.8％）で、約 8割を占めた。次に「上司（管理者）と職員間での面談の機会を設けて

いる」（65.5％）、「資格取得のための支援を行っている」（59.3％）、「残業時間を減らす取り組み

をしている」（57.7％）、「産休・育休、介護休暇の取得を促進する取り組みをしている」（56.9％）、

「賃金（本俸・賞与）の水準を向上させている」（54.9％）、「人材育成のための研修に参加させて

いる」（52.3％）、「正規職員への登用制度を設けている」（52.2％）の順に続いている。 

分野別にみると、「資格取得のための支援を行っている」割合は、『高齢者』で 67.6％、『障が

い者』で 53.7％といずれも 5割を超えているが、『児童』では 38.9％と 4割未満に留まり差がみ

られた。 

 

問 19 職員定着のための方策 【全体】（複数回答） 

 

 

 
838（54.9%）

701（45.9%）

881（57.7%）

81（5.3%）

1217（79.8%）

868（56.9%）

638（41.8%）

369（24.2%）

905（59.3%）

798（52.3%）

518（33.9%）

423（27.7%）

999（65.5%）

578（37.9%）

797（52.2%）

620（40.6%）

655（42.9%）

702（46.0%）

639（41.9%）

14（0.9%）

11（0.7%）

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400

賃金（本俸・賞与）の水準を向上させている

手当（資格手当等）の水準を向上させている

残業時間を減らす取り組みをしている

夜勤回数を減らす取り組みをしている

有給休暇の取得を促進する取り組みをしている

産休・育休、介護休暇の取得を促進する取り組みをしている

パワーハラスメントを防止する取り組みをしている

業務の効率化（ICTの活用、介護ロボットの導入等）を図る取り組みをしている

資格取得のための支援を行っている

人材育成のための研修に参加させている

新人の育成担当を配置している

職員の育成方針を明示し、職場研修計画を策定している

上司（管理者）と職員間での面談の機会を設けている

人事考課制度を導入している

正規職員への登用制度を設けている

休憩室・談話室の設置等、職員の休息に配慮した環境整備に取り組んでいる

悩み、不満、不安などの相談窓口を設けている（メンタルヘルスケア）

健康対策や健康管理に力を入れている

職場内の交流を深めている（親睦会の実施、互助会制度等）

その他

とくに方策はとっていない

全体（n=1,526）

件数（％）
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問 19 職員定着のための方策 【分野別／高齢者】複数回答） 

 

 
505（55.3%）

440（48.1%）

550（60.2%）

68（7.4%）

749（81.9%）

533（58.3%）

400（43.8%）

241（26.4%）

618（67.6%）

456（49.9%）

326（35.7%）

261（28.6%）

611（66.8%）

390（42.7%）

519（56.8%）

439（48.0%）

412（45.1%）

434（47.5%）

394（43.1%）

6（0.7%）

4（0.4%）

0 200 400 600 800 1,000

賃金（本俸・賞与）の水準を向上させている

手当（資格手当等）の水準を向上させている

残業時間を減らす取り組みをしている

夜勤回数を減らす取り組みをしている

有給休暇の取得を促進する取り組みをしている

産休・育休、介護休暇の取得を促進する取り組みをしている

パワーハラスメントを防止する取り組みをしている

業務の効率化（ICTの活用、介護ロボットの導入等）を図る取り組みをしている

資格取得のための支援を行っている

人材育成のための研修に参加させている

新人の育成担当を配置している

職員の育成方針を明示し、職場研修計画を策定している

上司（管理者）と職員間での面談の機会を設けている

人事考課制度を導入している

正規職員への登用制度を設けている

休憩室・談話室の設置等、職員の休息に配慮した環境整備に取り組んでいる

悩み、不満、不安などの相談窓口を設けている（メンタルヘルスケア）

健康対策や健康管理に力を入れている

職場内の交流を深めている（親睦会の実施、互助会制度等）

その他

とくに方策はとっていない

高齢者（n=914）

件数（％）
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問 19 職員定着のための方策 【分野別／障がい者】（複数回答） 

 

 
155（54.4%）

129（45.3%）

136（47.7%）

6（2.1%）

210（73.7%）

124（43.5%）

96（33.7%）

31（10.9%）

153（53.7%）

146（51.2%）

77（27.0%）

68（23.9%）

165（57.9%）

93（32.6%）

138（48.4%）

67（23.5%）

105（36.8%）

126（44.2%）

107（37.5%）

4（1.4%）

1（0.4%）

0 50 100 150 200 250

賃金（本俸・賞与）の水準を向上させている

手当（資格手当等）の水準を向上させている

残業時間を減らす取り組みをしている

夜勤回数を減らす取り組みをしている

有給休暇の取得を促進する取り組みをしている

産休・育休、介護休暇の取得を促進する取り組みをしている

パワーハラスメントを防止する取り組みをしている

業務の効率化（ICTの活用、介護ロボットの導入等）を図る取り組みをしている

資格取得のための支援を行っている

人材育成のための研修に参加させている

新人の育成担当を配置している

職員の育成方針を明示し、職場研修計画を策定している

上司（管理者）と職員間での面談の機会を設けている

人事考課制度を導入している

正規職員への登用制度を設けている

休憩室・談話室の設置等、職員の休息に配慮した環境整備に取り組んでいる

悩み、不満、不安などの相談窓口を設けている（メンタルヘルスケア）

健康対策や健康管理に力を入れている

職場内の交流を深めている（親睦会の実施、互助会制度等）

その他

とくに方策はとっていない

障がい者（n=285）

件数（％）
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問 19 職員定着のための方策 【分野別／児童】（複数回答） 

 

 

 

 

172（55.3%）

125（40.2%）

183（58.8%）

5（1.6%）

247（79.4%）

202（65.0%）

134（43.1%）

92（29.6%）

121（38.9%）

187（60.1%）

106（34.1%）

88（28.3%）

212（68.2%）

88（28.3%）

128（41.2%）

104（33.4%）

134（43.1%）

138（44.4%）

134（43.1%）

4（1.3%）

6（1.9%）

0 50 100 150 200 250 300

賃金（本俸・賞与）の水準を向上させている

手当（資格手当等）の水準を向上させている

残業時間を減らす取り組みをしている

夜勤回数を減らす取り組みをしている

有給休暇の取得を促進する取り組みをしている

産休・育休、介護休暇の取得を促進する取り組みをしている

パワーハラスメントを防止する取り組みをしている

業務の効率化（ICTの活用、介護ロボットの導入等）を図る取り組みをしている

資格取得のための支援を行っている

人材育成のための研修に参加させている

新人の育成担当を配置している

職員の育成方針を明示し、職場研修計画を策定している

上司（管理者）と職員間での面談の機会を設けている

人事考課制度を導入している

正規職員への登用制度を設けている

休憩室・談話室の設置等、職員の休息に配慮した環境整備に取り組んでいる

悩み、不満、不安などの相談窓口を設けている（メンタルヘルスケア）

健康対策や健康管理に力を入れている

職場内の交流を深めている（親睦会の実施、互助会制度等）

その他

とくに方策はとっていない

児童（n=311）

件数（％）
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問２０ 子育て・家族介護中の職員や高年齢の職員が働きやすい職場づくり（あてはま

るもの全てに○） 

 

「シフト編成時に職員の事情に配慮」が約８割 

子育て・家族介護中の職員や高年齢の職員が働きやすい職場づくりでは、「シフト編成時に職

員の事情に配慮」が 82.2％と最も割合が高い。次に「正規職員から非正規職員等への雇用形態の

変更」（41.1％）、「夜勤・宿直の免除」（25.8％）、「夜勤・宿直がない部署への異動」（17.8％）の

順に続いている。 

分野別にみても、すべての分野で「シフト編成時に職員の事情に配慮」の割合が最も高い。 

 

問 20 子育て・家族介護中の職員や高年齢の職員が働きやすい職場づくり【全体】（複数回答） 

 

 

 

 
382（25.8%）

264（17.8%）

1216（82.2%）

608（41.1%）

59（4.0%）

67（4.5%）

118（8.0%）

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400

夜勤・宿直の免除

夜勤・宿直がない部署への異動

シフト編成時に職員の事情に配慮

正規職員から非正規職員等への雇用形態の変更

事業所内託児所の設置

その他

とくに取り組みはしていない

全体（n=1,480）

件数（％）
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問 20 子育て・家族介護中の職員や高年齢の職員が働きやすい職場づくり 

  【分野別／高齢者】（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 20 子育て・家族介護中の職員や高年齢の職員が働きやすい職場づくり 

  【分野別／障がい者】（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 20 子育て・家族介護中の職員や高年齢の職員が働きやすい職場づくり 

  【分野別／児童】（複数回答） 

 

306（34.2%）

229（25.6%）

773（86.3%）

423（47.2%）

43（4.8%）

27（3.0%）

46（5.1%）

0 200 400 600 800 1,000

夜勤・宿直の免除

夜勤・宿直がない部署への異動

シフト編成時に職員の事情に配慮

正規職員から非正規職員等への雇用形態の変更

事業所内託児所の設置

その他

とくに取り組みはしていない

高齢者（n=896）

件数（％）

48（18.0%）

21（7.9%）

192（71.9%）

70（26.2%）

2（0.7%）

23（8.6%）

39（14.6%）

0 50 100 150 200 250

夜勤・宿直の免除

夜勤・宿直がない部署への異動

シフト編成時に職員の事情に配慮

正規職員から非正規職員等への雇用形態の変更

事業所内託児所の設置

その他

とくに取り組みはしていない

障がい者（n=267）

件数（％）

20（6.6%）

12（4.0%）

235（78.1%）

108（35.9%）

11（3.7%）

17（5.6%）

33（11.0%）

0 50 100 150 200 250 300

夜勤・宿直の免除

夜勤・宿直がない部署への異動

シフト編成時に職員の事情に配慮

正規職員から非正規職員等への雇用形態の変更

事業所内託児所の設置

その他

とくに取り組みはしていない

児童（n=301）

件数（％）
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Ⅳ 巻末資料 

 

 

 

  



 

50 

 

 

 

  



 

51 

 

  



 

52 

 

  



 

53 

 

 



 

 

 

 

 
令和３年度 福祉人材の確保・育成・定着に関する調査報告書 

 

発  行：令和４年３月 

発行者：社会福祉法人福島県社会福祉協議会人材研修課 福祉人材センター 

〒960-8141 福島市渡利字七社宮１１１ 

（福島県総合社会福祉センター内） 

電話 024-521-5662 Fax 024-521-5663 

http://www.fukushimakenshakyo.or.jp 

E-mail:jinzai@fukushimakenshakyo.or.jp 

 

集 計：タカラ印刷株式会社 

〒960-8141 福島市渡利字絵馬平 86-9 

電話 024-526-4303 Fax 024-526-4302 


